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中小企業問題の本質について
「成果と問題との一体的把握」 のための一説論～
About The Essence Of Small Business Problem 
一Trialto understand the effect and the problem at a time ～ 
沓沢 隆
Takasi Kutuzawa 
I 問題の所在
中小企業の下請形態といえば，わが国における中小企業問題が集中的に現出した存立形態と
して，半世紀を越える中小企業論の展開過程のなかで，一貫して核心的なテー マという性格を
持ち続けてきた。しかし，近年，わが国工業製品が国際市場のなかで強い競争力を発揮してい
る第一の要因が，工業部門における下請構造にあるのではないかという指摘から，この中小企
業の下請形態に対する評価が変化してきている。
このような下請形態に対する評価の変化ばかりではなく，中堅企業やペンチャービジネスを
はじめとして，「自立した中小企業J，「成長する中小企業」が広汎に現象してきた近年の動向
に対して，「資本主義の現段階における中小企業は，独占・大企業に従属した，問題性を担う層J
として，その事の理論化に焦点を合わせてきたこれまでの中小企業研究は， 今，「革新」を迫
まられているとする注目すべき主張が現出してきている。
論文 「日本中小企業問題の到達点と研究課題」において佐藤芳雄氏は，「いま 『再検討jに
あたって，中小企業問題の 『変化Jをとらえる論理が必要であるといえる」として，これから
の研究のための基本的視座として，次の3つの命題を掲げている。
第1 「中小企業問題の“本質”は歴史的相対において位置づけられる」
第2 「中小企業の “異質多元性”の拡大生産は “問題”自体の多元化をもたらした。 いま
この多元化した“問題” を複眼的に見定めていかなければならない」
第3 「社会経済構造上の矛盾物存在である “中小企業”は，同時に，活力があり発展する
経済セクターである」
以上3つの命題から帰結する佐藤氏の主張は，「成果と問題との一体的把握jを目指した中
小企業論の構築が今必要て、ある，ということに要約し得るように思われる。
日向啓爾氏は，「現代中小企業のあり方についての一考察～佐藤義雄氏の問題提起をうけて
ご」において，「今日の状況は，70年代にもまして従来理論の 『革進jをを緊急事にしている。
この点では筆者は佐藤氏の認識を共有する。jという立場を前提としながら，佐藤氏の上記論
文に対して全般的な疑問・考察を展開している。日向氏が展開した多岐にわたる疑問 ・考察の
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なかで，筆者が最も重要なものと考えるのは，佐藤氏が呈示した上記の3つの命題のうち， 第
1の「中小企業問題の“本質” は歴史的相対において位置づけられる」に対する疑問である。
その内容について筆者が要約して誤解をまねくことを避けるため，若干長くなるが該当箇所を
引用させて頂くこととする。
(1），「「歴史的相対において位置づけられる中小企業問題の “本質”jという （佐藤）氏の本
質把握は，日本を例にいえば，戦前・戦中までの時代，戦後『高度成長j前の時代，『高度成長』
の時代， 『低成長jの時代，というように日本資本主義の歴史的発展を段階区分し，その各段
階に応じた中小企業問題の『本質1把握を行おう，というもののようである。」
(2），「本質とは事物をそのものたらしめる核心的内容のことであり，そのものたらしめる基
本条件が存在し，作用する限りは不変のものである。そして本質は現象を通じて現れる。現象
は変化する。本質の現れ方と現れ方の変化を規定するのは基本条件の具体的在り方とその変化
であり，作用の具体的在り方とその変化である。したがって，それがそれであり，かっその本
質が変わるのだとすれば， それは一つの論理矛盾であり，実はその事物が他のものに変化して
いるか，または事物の本質と思われていたものが実は本質ではなかった， ということのどちら
かである。この点で氏の論理は徹底していない。」（「不変の本質規定」……筆者）
筆者は，佐藤氏が，①中小企業の「変化」を把える論理が必要であること，②「成果と問題
との一体的把握jが必要であること，を指向した場合，今までのように，中小企業問題の本質
を資本主義の現段階における「基本矛盾」に帰納する論理では静態的・硬直的なシェー マ化に
なるとして，第lの命題の 「歴史的相対に位置づけられる」本質規定を提起したプロセスは理
解することができる。 しかし，「本質」そのものの概念規程は，日向氏が上記（2）で展開した規
定が正当であろう。
では従来理論の『革新』を緊急事のことと認識し，中小企業問題の弁証法的な観点からの追
求を提起されでいる日向氏にとって，中小企業問題の「不変の本質Jはどう規定され，変化す
る中小企業問題はどういう論理で把えられているのかが次に問われてく る。それに対して日向
氏は，現段階では，（1）「ここで筆者の中小企業問題の本質理解を提示すべきなのだが，その用
意はできていない」， （2）「『変化を取り込む』理論的枠組は『資本論』体系における矛盾論，競
争論，階級斗争論，蓄積論などによって基本的に与えられている，と考えている」と述べられ
ている。
佐藤氏と日向氏の両論文に多くの示唆を得て，「成果と問題との一体的把握」と，中小企業
の 「変化」 を把える論理の構築を可能とする中小企業問題の「不変の本質規定Jを試みようと
するのが本稿の目的である。
既述のとおり，わが国には半世紀を越える中小企業研究の歴史がある。 そのなかから，中小
企業問題の本質規定に関して画期をなしたと思われる諸説を次に概観してみよう。
(1），昭和10年代に，小宮山琢二氏と藤田敬三氏の聞で‘「下請制論争」が行われた。それは下
請制という中小企業の存立形態の分析をとおして，中小企業問題の本質を解明しようとするも
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のであった。基本的な論点は，中小企業の自立化，安定化にとって，下請制は「前向き」のも
のか，「後向き」のものかにあるといってよい。この論争は，その後の中小企業研究の性格を
二つの潮流に区分し得る程の大きな影響力を持つものであった。
(2），昭和29年，伊藤岱吉氏は，「中小工業問題の本質」において， 「私は，日本の 『中小企業
問題』の特質を高く評価しながら，資本主義の独占段階における一般的問題としても， ［中小
工業問題Jがあると解釈したいのである」と主張した。
(3），伊藤岱吉氏の指摘を契機として，中村秀一郎氏の f日本の中小企業問題jと，巽信晴氏
の 『独占段階における中小企業の研究Jが現出してくる。伺れも中小企業問題を，資本主義の
独占段階における一般的問題として把えて理論化し，その上で，わが国における中小企業問題
の特質を検討したものである。
(4），中村秀一郎氏は昭和39年に，『中堅企業論jを発表した。その後，『新版ベンチャー・ピ
ジネスJ.r大企業体制の革新～続大規模時代の終り～J,r中小企業一革新的企業家精神の担い
手一』を刊行し，そのなかで先の『日本の中小企業問題』で展開した理論を 「硬直した」理論
であるとして否定する。それは「独占の収奪と相互の過度競争とを宿命的に負って，低賃金に
依存することによってのみ存続しうるとされてきた中小企業jという図式では把えることので
きない 「中堅企業」や 「ペンチャー ・ビジネス」と呼ばれる中小企業が，昭和30年代後半ある
いは40年代前半に，わが国に群生した事実においている。
(5），昭和46年，佐藤芳雄氏は，「寡占と中小企業競争の理論構造（I）」において，中小企業
問題への「競争論的アプローチ」を主張した。それは，「『問題』としての中小企業を，まず第
一義的に『被支配層jとして設定することなく，即時的には『競争するj中小企業として設定
し，それらが今日の大企業体制のもとでいかなる論理 ・メカニズム ・諸局面を通して『被支配J
状態においこまれるかを解明しようとする方法論Jであるとする。
以上，中小企業問題の本質規定において，中小企業論史上いわば画期をなしたと考えられる
諸説をみたが，何れも新しく現出した諸問題を理論のなかに，どう組み込むかを意図しており，
その時点では，「革新」的性格を持つものであった。
これらの諸説のなかから，下請制論争，I日本の中小企業問題』と 『独占段階における中小
企業の研究』，I中堅企業論J，「競争論的アプローチ」についてより詳細に検討し，そのことを
踏まえて筆者の考えを展開することとしたい。
E 諸説の検討
1.下請制論争
小宮氏は，『日本中小工業研究jにおいて，藤田氏は，『下請制』において，それぞれ下請制
論を展開している。
小宮山氏は，まず，わが国の中小工業の存在形態を， 「産業資本確立の視点jから次のよう
に区分した。
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(A) 中小工業の独立形態
(B) 中小工業の従属形態
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(1），支配者が問屋或いは商業資本輸出貿易資本百貨店資本等たる場合 （問屋制工業）
(a），下請業者の生産が資本家的生産たらざるもの （旧問屋制工業或いは家内工業）
(b），下請業者の生産が一応資本家的生産の内容を備えているもの （新問屋制工業）
(2），支配者が大工業或いは工業資本たる場合（下請工業）
（この下請工業は，親会社が複数の場合を浮動的下請，単数の場合が専属的下請と し
て区別される。）
小宮氏にとって，この存在形態の分類は，「この中から近代性と前期性を飾い分け推転の基
本的な方向をつかむことが，日本中小工業問題の本質への有力な鍵だJ，ということに意味が
あるとする。
小宮山氏の下請制論の最大の特徴は，“純粋な形で現われた下請制＝「範鴎」としての下請制”
という概念を設定し，それには，①支配者たる大工業は生産の内部的指導者であり，下請は生
産工程そのものの中での係り合いであること，②支配の根拠が生産外の前期的収取ではなく，
巨大資本による小資本の圧倒であること，③親工場と下請工場とが，生産工程上の関係をもっ
て，多かれ少かれ有機的に結合すること，④従って， この生産分化が社会的分業或いは一生産
部門の特殊分業の実現であるかぎり，生産物は価値通りに交換され得ること，という4つの属
性が備っているとする，ということにある。
しかし， 一見して気付くとおり，この4つの属性相互の聞にはかなり矛盾する面がみられる。
しかし「範鴎Jとしての下請制の中には，④の属性に基づく 「自立化jの契機が内包されてい
る，という ことが，小宮山氏にとって，最も強調したかったことなのではないかと筆者には思
われる。
問屋制には前資本主義的な性格が認められ， 下請性においても，浮動的下請の場合は， 「大
工場の商業資本的充用」を本質としているが，専属的下請は 「大工場の工業資本的充用Jを本
質としており，そこには， 「範鴎jとしての下請工業の属性が備わっているとする。 結局，小
宮山氏は， 「前期性から近代性Jへの推転の方向を，旧問屋制→新問屋制→下請制（浮動的下
請→専属的下請）とみていたといってよいであろう。
藤田氏は，下請制の本質を形態的な面と，内容的な面からみようとする。
形態的な面からは，商業資本が小営業を支配する形態を問屋制家内工業， 商業資本および産
業資本の何れの場合でも，マニュファクチュアおよび機械制工業を支配する場合を下請制工業
と規定する。その上で，下請制とは，「問屋制マニュの段階における商業資本の工業支配の形
態の延長と しての，機械制工業の問屋による支配さらには大工場の購買部による支配」をいう。
内容的な面からは，「一面下請工場と自家工場との賃金格差を利用する意図，またこれをもっ
て自家工場の労働者をも相対的に一層収奪しようとする意図」が基本的なものであるとする。
以上の両者の対立点を要約すると，① 「下請制jと「問屋制」 の範障を区別すべきかどうか，
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②中小企業の白方化・安定化にとって，下請性は「前向き」 のものか，「後向きJのものか，
③元方資本と下請業者の取引関係を，等価交換とみるか不等価交換とみるかにある。
昭和10年代の下請制をめぐる以上の論争は，48年のオイル ・ショックを経て，今日，わが国
工業製品の国際競争の強さの基本的な要因が，伺よりもその下請構造にあるという欧米からの
指摘を受けて，①下詰制は，問題性を持ちつつも，一種のコミュニケーションシステムと して
情報節約効果を発揮している，②親会社と下請会社との聞におる取引契約のあいまいさが，下
請企業の自主的な技術向上を促している等，その成果を強調する見解が有力になりつつある。
今，わが国の下請制の本質把握において，「成果と問題との一体的把握」のための論理の構
築がまさに必要とされている，といえよう。
2.『日本の中小企業問題jと 『独占段階における中小企業の研究J
既述のとおり，中村秀一郎氏の『日本の中小企業問題jと巽信晴氏の 『独占段階における中
小企業問題』は，中小企業問題というものを，資本主義の独占段階に一般的に現出する問題と
して把え，その理論化を図っている。 そういう意味において，この両説は，わが国における中
小企業研究の一つの到達点に位置しているといえる。
中村氏の所説は，次のように要約することができる。
(1）， 資本制生産において諸資本はより高い利潤率を求めて，産業部門聞を移動する。この結
果産業部門間の利潤率は均等化し，平均利潤率が形成される。しかしこのことは， 現実に産業
部門聞に利潤率格差が存在することを否定するものではない。
(2），利潤率の均等化とは，「標準的資本」における均等化を意味するから，大規模部門で標
準的資本量に達しない資本でも， 小規模部門ではそれに達して平均利潤率を得ることができる。
このことから異部門聞における資本の移動は， 大規模部門から小規模部門への移動を専らとす
る。この移動は， 標準的資本量の規模の差に基づく利潤率格差を形成するまでつづくであろう。
(3），この利潤率格差は，独占段階に入ると，利潤率の階層として拡大，固定化の傾向を持つ
にいたる。独占段階における利潤率階層は，独占利潤を獲得する独占資本と平均的利潤率以下
しか得られない非独占資本の階層に基本的に分かれ，この階層聞の関係は，単なる量的関係で
はなく，収奪 ・被収奪，支配 ・被支配の関係であるとする。
以上の展開の帰結として，中村氏は，中小企業問題の本質を，独占資本と中小資本の支配 ・
被支配の関係に求めている。
巽氏は， 中小企業問題の本質を解明するためには，資本主義の現段階の特質および各国資本
主義の特質によって規定される中小企業の階層分化の分析に求めなければならないとする。
巽氏ば，わが国における中小企業の階層分化の形態を，次の5形態に分類している。
〔A〕独占企業の子会社，〔B〕系列企業，〔C〕専属的下請企業〔系列企業〕，〔D〕浮動的
下請企業，〔E〕浮動的再 ・再々下請的零細企（工）業 （問屋制マニュファクチュア，問屋制家
内工業を含む）
このような中小企業の階層分化は，「企業系列的」支配によって惹起したものであり，この「企
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業系列的支配jの本質は，下請制の本質と同じとみる。「独占資本は，中小企業にたいする直
接的な支配形態として，このような下請制の本質的特徴を残存・維持・利用するとともに，さ
らにこれをいわゆる企業系列的支配へ変化・ 発展させてきた」とする。
結局，巽氏の場合も，中小企業問題の本質を，独占資本による独占利潤の獲得動機に求めて
おり，中村氏の規定と同じものとみてよいであろう。
この中村氏と巽氏の本質規定は，それ以前の中小企業の本質規定をめぐる諸見解を総括し，
以後の中小企業研究の基底を形成したということができる。すなわち，わが国における中小企
業論は，その後，この本質規定を基にして，多くの成果を生んでいく。
しかし，一方において，昭和30-40年代の高度経済成長の過程で現出する中小企業問題を「独
占企業による中小企業の支配・被支配」にすべて帰着するのは「硬直的」すぎるとして，その
図式から脱却する試みも輩出してくる。その先駆をなしたものが，次にのべる 『中堅企業論j
である。
3.『中堅企業論J
中小企業論における展開とは別に，昭和30年代前半に，わが国経済の二重構造をめぐる活発
な論争があった。それは，「わが国の産業構造が，近代的な部門と非近代的な部門が断層をな
して存在している」のは何故か，をめぐる論争であった。 一応，「資本， 労働，生産の各側面
において，大企業部門が有利になる条件が，わが国の経済構造のなかに存在する」 という帰結
をみるが，中小企業論においては， 「大企業部門と中小企業部門との聞には断層があり，その
断層をのりこえて中小企業が成長するのは不可能であるJと把えていた。
二重構造をめぐる論争が以上のような結着をみたその時期に，中村氏は，この断層をのりこ
えて成長している中小企業の群生を篠宮、している。この中小企業群に対して，中村氏は，中堅
企業と命名した。同時に，中小企業を問題とする場合に，「独占対中小企業という図式をわれ
われら支持することはできない」として，前記『日本の中小企業問題jにおいて展開した理論
的枠組を否定した。
中堅企業の特徴について，『中堅企業論」のなかでは次のように規定されている。
(1），資本の規模は第二市場上場に達して，社会的な資本の調達が可能となる程度，
(2），同族会社としての性格をもつが，経営と所有の分離が進行している，
(3），経営者は，革新的な企業の管理者，組識者としての性格を強くもつ人々，
(4），独自の製品選択，成長性のある商品選択をし， その量産化 ・大量市場の開択によりいち
はやくスケール・メリッ卜を実現し，それぞれの部門で，寡占的市場を確保している，
中村氏は，中小企業論の研究方法として，構造分析の他に，経営者の資質も考慮に入れるべ
きであると主張している。
この中村氏の『中堅企業論Jに対して，多くの反論がなされた。ここでは，中山金治氏が 『中
小企業近代化の理論と政策』で展開した反論をみておくこととする。それは，大まかにいって
次の二つに要約することができる。
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(1），昭和30年代後半から，産業の重化学工業化の進展にともなって，中規模企業層の増大が
みられたが，それは独立専門企業層の増大のみではなく，より以上に，「系列中規模企業jの
増大とみることができる。
(2），中小企業の「独占化」の進行とは，親企業にとって，系列企業のコスト・ダウン効果を
より一層吸収するための親企業への過度依存の排除を意味している。
つまり中山氏は，昭和30年代後半に現出した，中小企業の「独占化」，「自立化」という新し
い変化を，「独占対中小企業」という図式のもとで説明できるとしている。
3.「競争論的アプローチJ
佐藤芳雄氏は，『寡占体制と中小企業jのなかで，「われわれは，資本の競争の論理の今日的
段階における変化・展開ないし変容の追求によって，独占資本による非独占の『支配jの態様
とそのダイナミックスを明らかにできると考えている」と述べている。
この上記の視点を，（1）同一部門における寡占と非寡占との関係，（2）異部門における寡占と非
寡占の関係の二つの局面に分けて分析している。
(1），同一部門における寡占と非寡占との関係
市場において，寡占グルーフは，共同利潤極大化政策に同意する傾向があるが，非寡占グルー
プは，相互依存性を欠き，寡占グループが追求する政策を所与として，収益を極大化する独立
的な価格・生産量政策を追求する傾向を持つ。たえざるグループ聞の矛盾とその諸結果がこの
局面における中小企業問題の核心といえる。
(2）異部門間における寡占と非寡占との関係
①寡占価格による市場支配・収奪関係，②下請・系列関係による直接的支配・従属関係（寡
占に対する非寡占の，潜在的，現実的な競争の激しさにもとづく），③「過当競争」問題をは
らむ中小企業独自の部門と他寡占産業・企業との直接・間接の関係（例えば，商社，問屋によ
る流通支配等）
佐藤氏のこの「競争論的アフローチ」が公表されて後に，氏の「成果と問題との一体的把握J
のための論理の構築の必要性が提起されている。
m 中小企業問題の本質について
前章で検討した諸説は，いずれもわが国における中小企業論史上，その時代の中小企業の存
立構造の変化に対して「成果と問題との一体的把握」を試みた性格を持っているといえる。
しかし，それらの諸説の基本的な性格は，大きく二つの潮流に区分することができるように
思われる。
一つは，資本主義の現段階は，中小企業問題を現出するが，同時に中小企業の自立・成長と
いう成果も生み出す。このことを説明するためには現段階の産業構造全体に「独占対中小企業」
という図式をかぶせ，そのことが中小企業問題の本質である，という捉え方は放棄すべきであ
る，とする考え方である。
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二つ目は，現段階の産業構造全体を 「独占対中小企業Jという視点からわく を組み，そのこ
とを中小企業問題の本質とみる。中小企業の自立・成長という現象は，独占資本の戦略的な意
図によって生まれたものである，とする考え方である。
前者には中村秀一郎氏の「中堅企業論J，佐藤芳雄氏の 「到達点と課題Jが属し，後者には
中山金時治氏，巽信晴氏の前記の著書が属すといえよう。
以上のことを踏まえて筆者は次のように考える。
第一に，ともかくも市場において企業間競争が行われている現段階において，企業規模の知
何にかかわらず成長する企業もあれば，没落する企業もある，というのが現実であるといえる。
その中には自立・成長する中小企業も倒産・没落する中小企業も含まれる （生成 ・発展・死滅
の法則の作用）。
第二に，現段階において発生する中小企業の問題性は，その本質を次の三つの命題によって
規定することが出来るものと考える。
一；資本主義の現段階には，巨大企業（独占企業），大企業，中小企業，零細企業という規
模の異なる企業が同時に存在している。
二；それらの企業は市場において相互に競争関係（現実の競争，潜在的な競争を含む）や取
引関係にある。
三；市場における競争関係と取引関係のなかには，大規模経営優位の法則が作用している。
この第一と第二の命題が有機的に係って，その時々の特殊な諸条件の作用のもとで，具体的
な問題性や成果を現出しているといえる。このことをより詳しく検討してみよう。
（一），大規模経営優位の法則は， 産業資本主義の段階にも存在し，作用していたものである。
それが独占段階に入ると，企業規模の格差が質的に変化し，特に，日本のような後発資本主義
では，資本，労働， 生産の何れの面でも独占大企業に有利な状況が作られ，この法則は，独占
大資本による中小資本の支配 ・収奪という関係として現象した。
口，この大規模経営優位の法則の具体的な発現形態に最も大きな影響を与えるのは，市場に
おける競争関係の強弱である。この市場における企業聞の競争関係の強弱に影響を与える基本
的な要因の一つが，市場の規模の動向である。つまり，市場規模が拡大し，企業間競争が弱く
なると，この法則の作用は弱くなり，逆に，市場規模が固定化し， 競争が激しくなると，この
法則は強く作用する。
臼，昭和30年代後半の高度経済成長の過程において，新産業分野でいち早く寡占企業として
の地位を占めた中堅企業の群生は，市場規模の急激な拡大局面で，大規模経営優位の法則の作
用を自己のものとして利用し得る地位を占めることができた企業の群生ともいえる。
四，中堅企業が群生したとほぼ同じ時期に，独占大企業による中小企業の系列化が進んでい
る。しかし，この系列化は，それが親企業のマーケット ・シェアーを高めるために有利な場合
には促進されるが，被系列企業の非系列化が親企業にとって有利な場合には，親企業への過度
依存の排除という形の対応がなされる。こういう取引関係のなかにも，大規模経営優位の法則
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が一貫して作用しているといえる。
国，佐藤芳雄氏が「日本中小企業問題の到達点と研究課題」において，①変化をとり組む論
理，②成果と問題との一体把握のための論理の構築の必要性を提起せざるを得なくなった現実
の変化は， 上記の枠組みと三つの命題の有機的な係わりを，中小企業問題の本質規定とするこ
とによって把えることができるのではないかと思われる。
E ま と め
本稿は， 「成果と問題との一体的把握」と中小企業の 「変化」 を把える論理の構築を可能と
する中小企業問題の本質規定を試みようとすることを目的としている。但し，ここでいう本質
規定とは，「歴史的相対に位置づけられる本質」という意昧ではなく，「不変の本質規定」を意
味している。
半世紀をこすわが国の中小企業研究のなかにはで，時代の変化に対応する中小企業問題の本
質規定を試みた諸説がある。本稿ではそのうち，下請制論争における小宮山琢二氏と藤田敬三
氏の，『日本の中小企業問題』と 『独占段階における中小企業の研究』における中村秀一郎氏
と巽信晴氏の，『中堅企業論』における中村秀一郎氏の，『寡占体制と中小企業jにおける佐藤
芳雄氏の本質規定をみ，それを検討した。
それらの諸説から多くの示唆を得たが，ともかくも市場において企業間競争が行われており，
そこには生成 ・発展 ・死滅の法則が作用しているという枠組みを前提とした上で，筆者は，中
小企業問題の本質を次の三つの命題によって規定した。
一，資本主議の現段階には， 巨大企業 （独占企業），大企業，中小企業，零細企業という規
模の異なる企業が同時に存在している。
二，それらの企業は，市場において相互に競争関係や取引関係にある。
三，市場における競争関係と取引関係のなかには，大規模経営優位の法則が作用している。
以上の枠組みと命題が有機的に係って，その時々の特殊な諸条件の作用のもとで，具体的な
問題性や成果を現出していると考えられる。
以上が筆者の考えであるが，実は，この中小企業問題の本質規定の中心に据えられた大規模
経営優位の法則は，それ自体かなり長い歴史的な研究過程がある。
カウッキーとベルンシュタインの修正主義論争やA・アー シャル，E・A・G・ロビンソン，
P・S・フローレンスやJ.スタイン ドルの中小企業の存立条件の研究においては，この法則
の存在が前提になっている。
わが国においては，巽信晴氏が，「『小経営に対する大経営の優位性の法則Jの作用は，考え
られているほど単純なものではない。資本主義はかならずしも中小企業の数を減少させはしな
いjとして，中小企業の長期的大量的存在との関係で，この 「法則」に言及している。
大規模経営優位の法則の歴史的な研究過程の検討と，この 「法則」の具体的な内容の検討を，
次の研究課題としたい。
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